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平成 23 年３月期業績予想の修正に関するお知らせ 

 

当社は、最近の業績動向を踏まえ、平成 22 年５月 14 日に公表いたしました平成 23 年３月期

（平成 22 年４月１日～平成 23 年３月 31 日）の連結業績予想及び個別業績予想を下記のとおり

修正いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．業績予想の修正 

 

① 平成 23 年３月期連結業績予想の修正 

（平成 22 年４月 1日～平成 23 年３月 31 日） 

                             (単位：百万円・％) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1 株当たり 

当期純利益 

前回発表予想(Ａ) 22,500 350 150 100 7.16 

今回予想(Ｂ) 23,280 90 △710 △760 △54.38 

増減額(Ｂ－Ａ) 780 △260 △860 △860 － 

増減率(％) 3.5 △74.3 － － － 

(ご参考) 前期実績 

平成 22 年３月期 

21,008 97 △242 △369 △26.45 

 

 

② 平成 23 年３月期個別業績予想の修正 

（平成 22 年４月 1日～平成 23 年３月 31 日） 

                             (単位：百万円・％) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1 株当たり 

当期純利益 

前回発表予想(Ａ) 12,700 70 140 95 6.80 

今回予想(Ｂ) 13,500 500 600 600 42.93 

増減額(Ｂ－Ａ) 800 430 460 505 － 

増減率(％) 6.3 614.3 328.6 531.6 － 

(ご参考) 前期実績 

平成 22 年３月期 

12,267 100 269 264 18.90 



 

２．修正の理由 

 

（連結） 

売上高につきましては、カーエレクトロニクス関連及びホームアプライアンス関連並びに通信事務機

器関連を中心に予想を上回る受注があったことから、平成 22 年５月 14 日に公表（以下「前回公表」と

いう）いたしました業績予想に比べ７億 80 百万円増収の 232 億 80 百万円となる見込みであります。 

営業損益につきましては、売上高は増収となりましたが、白井電子科技(珠海)有限公司の生産量が計

画通り推移しなかったこと及び銅相場の上昇傾向による原材料・副資材価格の値上げ圧力により原価率

が悪化したこと並びに海外で販売費及び一般管理費の増加があったこと等から、前回公表いたしました

業績予想に比べ２億 60 百万円減益の 90 百万円の営業利益となる見込みであります。 

経常損益につきましては、営業損益の悪化や予想を超える円高の進展により多大な為替差損が発生し

たこと、また持分法適用会社の損益が悪化したこと等から、前回公表いたしました業績予想に比べ８億

60 百万円減益の７億 10 百万円の経常損失となる見込みであります。 

当期純損益につきましては、経常損益の悪化や税金費用の増加等により、前回公表いたしました業績

予想に比べ８億 60 百万円減益の７億 60 百万円の当期純損失となる見込みであります。 

 

（個別） 

売上高につきましては、市場が回復傾向を示したことに加え、エコカー減税やエコポイント制度等の

政策的な恩恵を受けたカーエレクトロニクス関連やホームアプライアンス関連からの受注が予想を上

回ったことやプリント配線板外観検査機の販売が好調に推移したこと等により、前回公表いたしました

業績予想に比べ８億円増収の 135 億円となる見込みであります。 

営業利益につきましては、売上高の増収効果及び製造原価低減活動や販売費及び一般管理費の圧縮等

の強化により、前回公表いたしました業績予想に比べ４億 30 百万円増益の５億円の営業利益となる見

込みであります。 

経常利益につきましては、営業利益の増加や支払利息の減少等により、前回公表いたしました業績予

想に比べ４億 60 百万円増益の６億円の経常利益となりました。 

当期純利益につきましては、営業利益、経常利益の増益により、前回公表しました業績予想に比べ  

５億５百万円増益の６億円の当期純利益となりました。 

 

  なお、平成 20 年３月 31 日付締結のシンジケートローン（50 億円）及び平成 22 年８月 24 日付締結の

シンジケートローン（12 億円）（いずれもアレンジャー：株式会社りそな銀行）にかかる契約に約定さ

れております財務制限条項につきましては、それぞれ変更契約を締結し、本締結に伴う財務制限条項の

変更により、当面の抵触リスクを回避することになりましたので、併せてお知らせいたします。 

 

 ＜平成 20 年３月 31 日付 財務制限条項（変更前）＞ 

 （１）平成 22 年３月期以降（平成 22 年３月期を含む。）の各年度の決算期の末日における連結の貸借対

照表における純資産の部の金額を前年同期比 75％以上に維持する。 

（２）平成 22 年３月期以降（平成 22 年３月期を含む。）の各年度の決算期における連結の損益計算書に 

   示される経常損益が２期連続して損失とならないようにする。 

 

＜平成 22 年８月 24 日付 財務制限条項（変更前）＞ 

（１）各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額を前年同期比 75％以

上に維持する。 

（２）各年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないよ

うにする。 

 

 

 

 



＜財務制限条項 （変更後） （共通）＞ 

（１） 平成24年３月期以降の各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における修正純資産金

額を前年同期の純資産の部の金額比 75％以上に維持する。なお、修正純資産金額とは、ある特

定の事業年度末日における連結の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額から、当該事

業年度の末日における連結の損益計算書の営業外利益に記載される為替差益を減算し、営業外

損失に記載される為替差損を加算して算出される金額をいう。 

（２） 各年度の決算期における連結の損益計算書に示される修正経常損益が２期連続（平成 23 年３月

期以降に到来する決算期に限る。）して損失とならないようにする。なお、修正経常損益とは、

ある特定の事業年度末日における連結の損益計算書に記載される経常損益の金額から、当該事

業年度の末日における連結の損益計算書の営業外利益に記載される為替差益を減算し、営業外

損失に記載される為替差損を加算して算出される金額をいう。 

 

※業績予想につきましては、本資料発表時現在において得られた情報に基づいて算定しておりますが、多

分に不確定な要素を含んでおります。したがいまして、実際の業績は状況の変化により、上記の予想数

値と異なる場合があります。 

以 上 

 


